平成21年度　第6回建設事業評価委員会議事概要

日　　時　平成21年11月9日（月）　15時15分～17時40分

場　　所　大阪府立労働センター709号室
出席委員　松澤委員長・小池委員・多々納委員・土居委員・星野委員・曲田委員

議　　題　（１）槇尾川ダム建設事業の審議について

【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）槇尾川ダム建設事業の審議について
◆[委員長]本日は槇尾川ダム建設事業についての審議を行う。本件については、知事との意見交換の際、知事から審議内容や意見はできるだけそのまま出してほしいとの意向が示されたことから、できる限り丁寧に意見具申に書き込みたいと考えている。審議に入る前に、本委員会での審議の前提を確認しておきたい。

府としては、将来的に100年に一度の確率で降る雨、時間雨量86.9ミリへの対応を目標とした治水対策を行っていること。河川整備計画の技術的な事項は河川整備委員会で審議されていることから、本委員会での審議は河川整備計画を前提とすること。本委員会では、個別事業の妥当性について審議を行うのであって、府の施策全体の中での各事業の優先度について判断するものではないということ。この3点を改めて確認いただきたい。

本日は、当初槇尾川ダム事業の意見具申を取りまとめたいと考えていたが、先日、知事が、本事業の上位計画である河川整備計画の見直しの検討を行う考えを表明したとの報道があったので、この点について事務局から説明をお願いしたい。

◆[事務局]ここ２週間で知事のダムに関する発言がたくさんあり、河川整備計画のあり方の検討についても言及されている。10月30日の囲み取材では、計画では100年に一度の対応を行っているが、この目標設定が国の基準よりも高めなのかどうか、もし府特有の事情で高めの目標設定となっているのであれば、どこまでが最低ラインで、どこからがプラスアルファの部分なのか検証するといった発言があった。11月６日の定例記者会見では、河川整備計画について、府の財政状況からみて計画のあり方の検証も必要といった発言があった。但し、どういう方向で河川整備計画の見直しを検討するのかどうか、何らかの方向性が出るのかどうかといったことは、まだ分からない。河川整備計画は本委員会における審議の前提であり、意見具申の文言などにも影響を及ぼすと考えられることから、委員長とも相談申し上げ、しばらくその動向を見守るという意味で、本日は意見具申案の事実認定の部分のみを提示させていただいた。最終のまとめの部分は提示していないので、ご了承いただきたい。

◆[委員長]知事が治水対策のあり方や河川整備計画の見直しを行うかどうか検討をされるとのことなので、意見具申の提出については少し様子を見たいと考えている。本日は、これまでの審議内容を整理しておきたい。

○新聞記事を見る限り、中止という思いが伝わっているような気がする。我々が時間を使って一生懸命議論しても、よそで結論が出てしまっているのであれば、何をやっているのかという気がしてしまう。議論する価値があるのか疑問である。

⇒[事務局]知事は、ダムによる効果の発現時期が河川改修に比べて遅くとも10年程度早くなるということと、ダム本体の工事費用が30億円ということで、効果の発現時期を早めるために、30億円の税金を使うべきかどうか、日頃から非常に悩んでいるといった発言もされている。決して結論ありきで議論していただいている状況ではないということはご理解いただきたい。

○以前知事が来られたとき、最後は自分が判断するので、委員の皆さんには自由に意見を出していただきたいと強調されていた。この記事だけでははっきり分からないが、100年に1度の対策までは行う必要はないと考えられているのではないかという感じを受ける。

○先日知事が来られたとき、できればダムを止めて、それで余ったお金を他の事業に使いたいと言われたと思う。本委員会では、治水効果の発現はダムが早く、トータルの事業費もそう大きく変わらないという説明を受けてきた。だから、本年５月に本体工事を発注したと思っていたが、知事はどういう意味でダムを止めたらお金が浮くという説明を受けておられたのか分からない。本委員会での説明と知事に対する説明の内容が違うのか。

⇒[都市整備部]発言の時点で知事が認識されていた金額と以後の金額、現在部局で把握している金額が、必ずしも同じではないかもしれない。また、ダムは費用が一度に掛かるが、河川改修は整備に5年程度必要なので、費用の掛かり方もなだらかになる。目先のお金という意味では違ってくる。

○事業費をどんどん繰り延べして使っていくことで、お金が余ってくる可能性はあるが、本委員会では、費用は同程度で効果発現はダムのほうが10年早いという説明を受けた。河川改修のみの場合、完成は平成37年の予定でその間の安全は保障されないという説明だったと思う。知事の発言は、安全を無視してでも事業費を繰り延べてやったほうが、他の事業にお金を回せると取られかねないと思うが、それでいいのか。

⇒[都市整備部]そこは、お詫びするしかないが、ダムのほうが費用は高くなるという一般論が念頭にあって、ああいう発言をされたのかもしれない。

○知事も説明を聞いた上で発言されているはずなので、それはないと思う。私の疑問は、知事に対する説明と委員会に対する説明は違うのかということ。

⇒[都市整備部]違う説明をするということはない。説明の時点で異なることはあっても、時点が同じなら、同じ内容で説明する。

○知事がダムを止めて余ったお金を他の事業に使いたいと言われたのは、知事としては河川改修という方向で、経費を繰り延べながら使っていきたいと考えられているという理解でよいのか。　

◆[委員長]財政の問題は府にとって非常に重要なことだが、会議の冒頭で確認したように、本委員会では財政状況を踏まえた事業の優先度は議論しない。大津川水系の治水計画の中で、槇尾川ダムをどう考えるかということを議論している。今日は、これまでの議論をもとに「河川改修プラスダム」と「河川改修のみ」の比較を分かりやすく表にまとめているので、議論の整理をしておきたい。治水事業自体は必要であることに変わりないと思うので、客観的に整理をして、委員会の意見具申をまとめて行きたいと考えている。事務局から、意見具申に向けた審議まとめ案の読上げをお願いしたい。
◆事務局から、審議まとめ案（資料１）の冒頭と（ⅰ）を読上げ。
◆[委員長]事業目的及び概要について、意見があればお願いしたい。特になければ、（ⅱ）の事業の進捗を読み上げてもらいたい。
◆事務局から、審議まとめ案の（ⅱ）を読上げ。
◆[委員長]事業の進捗について、意見があればお願いしたい。特になければ、（ⅲ）の治水対策の必要性を読み上げてもらいたい。
◆事務局から、審議まとめ案の（ⅲ）を読上げ。
○本委員会では、平成11年度の意見具申で、50ミリ対策は府民が最低限保障される水準で、行政の責任であると判断したのか。本件について、我々が説明受けたのは今年の6月で、府の計画にもとづき当面の50ミリ対策を行うとの説明だった。
⇒[事務局]6月にも説明したが、以前平成11年度の再評価での意見具申においては、この水準を満たすことは行政の責務であると考えると記載されている。

○この案では、本委員会が考えると書いてある。この委員会では、府は当面50ミリ対策を行い、将来的には1/100年対策を最終目標とするとの説明を受け、その中で議論してきが、50ミリ対策を最低基準と考えるという決議は出していない。
○この委員会自体は平成10年度にスタートしているので、本委員会というのは、平成11年度当時の委員会のこと。だから平成１１年度の意見具申と書いてある。我々のように新たに就任した委員は、関与していないので、そのこと知らないだけである。
○文章の問題だと思う。事務局の案をそのまま読むと、この意見具申をする本委員会が、そう判断しているように読み取れるので、「平成11年度の意見具申において記載しているとおり」の「記載しているとおり」という部分を削除すれば、平成11年度の意見具申での判断であることが分かる。その部分を訂正していただきたい。

　○案の表現は正しくないので、今の意見のとおり訂正をお願いしたい。

○これは事実の記載なので、事実に照らして誤りがあるのなら別だが、そうでなければよろしいのでないか。

◆[委員長]次に（ⅳ）の効率性を読み上げてもらいたい。
◆事務局から、審議まとめ案の（ⅳ）を読上げ。
◆[委員長]効率性について、意見があればお願いしたい。特になければ、（ⅴ）の自然環境への影響と対策を読み上げてもらいたい。

◆事務局から、審議まとめ案の（ⅴ）を読上げ。
○自然環境への影響の対策費は6.4億円あるのに、事業費の欄には全く記載がない。どう考えればよいのか。
⇒[都市整備部]この6.4億円は調査費に含まれているので、事業費の128億円の中に入っている。
○工事後の対策費は、別途ダムの維持管理費から出すのか。

⇒[都市整備部]今のところモニタリングを行いながらということになっているが、明確に決まったものはないので、維持管理費の中から支出することを考えている。

○「槇尾川ダム自然環境保全計画」を策定する前から、その費用は見込まれていたのか。あるいは128億円というのは、この計画が策定された後に見直された金額なので盛り込まれていると理解すればよいのか。
⇒[都市整備部]平成11年度の時点での槇尾川ダムの事業費は約100億円であり、平成16年度に自然環境への影響の対策費用も含めて事業費を増額している。そのときの意見具申で、自然環境保全の具体的な対策をまとめて取り組むよう条件が付されたことを受けて、この計画を策定した。

○事業費の128億円には、こうした経緯があって、環境保全の費用が含まれていることを明確に記載したほうが分かりやすい。但し、16年度から見込んでいた環境保全対策で十分であることを19年度のこの計画の中で確認した旨の文言を付け加えなければ、意味が分からなくなると思う。また、この書き方であれば、間接的ではあるが本委員会がこの環境保全計画が十全であると認識していることになるが、それでよいのか。
◆[委員長]その部分は是非、意見をいただきたい。
○この部分はこれまでの事実を記載しているということであればそれでよいが、環境コストという意味で考えると、これで本当に十全かというのは若干疑問があるので、別の箇所でもよいから、その旨触れておくべきだと思う。
◆[委員長]意見具申の結論部分には、何らかの形で記載したいと思う。他になければ、（ⅵ）の代替案との比較に移りたい。この部分がポイントだと思う。最後の表は、代替案の比較のまとめとして記載したもので、これまで本委員会で議論されなかった部分の数字も示した上で、比較がしやすいように配慮した。事務局から読上げをお願いしたい。
◆事務局から、審議まとめ案の（ⅵ）を読上げ。

○8ページ表の「河川改修（上流50ミリ対策不足区間のみ）」の上から3行目、上流河川改修の50ミリ対策が78億円、1/100年対策が30億円で、合計は108億円となる。同じく「河川改修（上流全区間1.6km改修）」では、97億円と11億円で、合計は108億円である。総合計が変わらないということは、手戻りがないという根拠になるのではないのか。手戻りがあるのなら、上流50ミリ対策不足区間のみの合計金額がとても大きくなると思うが、どうなのか。
　⇒［都市整備部］上流部分については、ダムを造ることで、河川改修が不用となる区間が1.6キロメートルある。上流の全区間1.6キロメートルについて、50ミリ対策の河川改修をすれば97億円掛かり、将来1/100年対策を行うに当たっての追加の費用は11億円必要である。一方、上流50ミリ対策不足区間のみというのは、1.6キロメートルのうち、50ミリの流下能力に足りない合計1.1キロメートル部分だけを改修するので、78億円で済む。残りの部分は1/100年対策を行うときに併せて改修するので、後で30億円が必要になるということである。

○その説明はおかしいのではないか。1.1キロメートルについては、50ミリ対策で十分な用地買収をしないので、そこに仮設的な堤防を造ることになる。その場合、1/100年対策を行う際には、その仮設的堤防を撤去、引堤して堤防を造り直すはずなので、余分に費用が掛かるという説明でなければ、今までの議論と対応しないと思う。そうであれば、仮設堤防の建設費と撤去費が、入ってくる分30億円がもう少し高くなっていなければいけないのではないか。
⇒［都市整備部］ここはそういう整理ではなく、将来の1/100年対策の際に手戻りがないよう50ミリ対策を行うことを前提に、「ダムプラス河川改修案」と「河川改修のみ案」を比較している。1/100年対策に必要な用地を先に買収するが、工事は50ミリ対策に必要な断面を造るところで止め、将来1/100年対策を行うときに、断面を50ミリから1/100年に広げることを想定している。

○全部、将来の1/100年対策を前提に組み立てられているので、非常に分かりにくい。将来の1/100年対策といっても、今の財政状況を考えると、将来がいつになるか分からない。1/100年対策を前提に考えることは、実態に合っていないと思う。1/100年対策の将来というのは、どの時点を想定しているか。

⇒［都市整備部］今年度の予算が続くと仮定して、50年程度かかると考えているが、今後予算が減ると遅れる可能性がある。ご指摘どおり、1/100年対策を行わず、50ミリ対策で止めるということであれば、それぞれのメリット、デメリットを踏まえた上で別の議論が必要と考えている。
○財政が豊かであれば別だが、現実問題としてできないと思う。1/100年対策よりも、当面50ミリ対策を確保して、最小限の治水対策を行うという前提で議論したほうが、効果的ではないかと思う。こういう議論は、府民にも理解できないのではないか。

◆[委員長]同感である。これではまだ分かりにくいので、仮の数字でよいから1/100年対策を前提とせず、50ミリ対策で止めた場合の金額が出せないか検討を指示したが、これまでの府の方針として、また、この地域だけ違う考え方で試算するのは公平性を欠くということで、想定できないとのことであった。
⇒［都市整備部］もともとは、ダムプラス河川改修の案と河川改修のみの案とで、どちらが安く最終の1/100年対策を行うことができるのかという比較をして、ダムを選択したが、今回新たに50ミリ対策での比較が提議された。表のとおり、上流部だけの50ミリ対策の達成を考えると、ダムの事業費が128億円、50ミリ対策不足区間1.1キロメートルを改修する河川改修費が78億円であるが、これは、同一地権者からの用地の再買収が必要になるなど、将来の1/100年対策が極めて困難になることから、ダムとは、1.6キロメートル全区間の改修案で比較すべきと考えている。またダムの128億円のうち、昨年度までに47億円が投資済みであるので、今後の投資額を見るとダムは81億円、河川改修のみの案が97億円で、ダムのほうが有利になる。従って、1/100年対策でも50ミリ対策の残事業費でも、ダムが優位になると考えている。
　○理屈としては分からないわけではないが、上流を河川改修すると、若干でも手戻り費用が発生するはずであり、その部分は正当に見積もるべきだし、そうしたほうが資料としては分かりやすい。そういう意味での修正を加えたほうがよいと思う。

⇒[都市整備部]ご指摘のとおり、上流を河川改修にする場合は、手戻り費用が発生する。まず、ダムを中止する場合は、本体工事の解約等に伴う違約金が発生するが、この件については、前回の説明に誤りがあったのでお詫び申し上げたい。
　　前回、全体事業費の約2割で6億円と説明したが、これは請負者側が一方的に契約を解除した場合の違約金である。発注者側が契約を解除する場合は損害賠償になり、金額は協議で決まるため、現時点では見積もりにくいが、最大で３億２千万円程度と思われる。また、付替道路について、現在工事中の箇所だけを仕上げるとすれば、全体3.3キロメートルのうち1.9キロメートルを開通させる必要があるので、その工事費として６億５千万円必要である。さらに、先行取得した用地の買戻しに約３千万円程度が必要であり、ざっと見積もって、約10億円の手戻り費用が発生する。ダム中止に伴うこれらの費用については、ご指摘のとおり、意見具申の中に数字として反映していきたい。なお、前回説明していなかった河川改修の78億円や手戻り費用については、本日この後説明する予定であったので、資料としては添付している。後ほどご確認いただきたい。
◆事務局から、審議のまとめ案の続き（代替案の河川改修費用以降）を読上げ。
○府としては、最終的には1/100年対策を目指すという、ずっと以前に決めた計画に従って整備を進めているが、1/100年対策を一切捨てて、50ミリ対策までで止めるとすれば、予算的にはかなり変わってくるのではないか。
⇒[都市整備部]全く前提条件が変わることになる。50ミリ対策が最終目標になれば、川幅の計画が変わるし、これまで1/100年対策を前提に整備してきたかなりの箇所が、すべて無駄になる。また、現在、府内で50ミリ対策が完了しているのは89パーセント、1/100年対策は35パーセントである。最初から1/100年対策を行っている河川もあり、もし槇尾川の上流部が50ミリ対策で止め置きになれば、将来も含めて、府民への説明が必要となる。これは知事の責任においてなされていることなので、この委員会ではなく、別のところで議論されるべきことだと考える。

○府に予算があって、十分それに対応できるのであれば別だが、そうではない。財政のピンチを切り抜けるために、1/100年対策にこだわらず、最小限の50ミリ対策で済ますことも選択肢として考えておく必要があるのではないかと思う。

○今の意見ももっともだとは思うが、それは政治の話であり、知事が判断されること。本委員会の役割は、この事業が効率的かどうか、適切に実施されているかどうかを判断することである。目標が50ミリなのか1/100年なのかは、治水安全度の話。河川整備計画を策定するときに議論すべきことで、本評価委員会で議論すべき話ではないと考える。
◆[委員長]治水目標は、河川整備委員会で議論すべき事項であり、本委員会では河川整備計画を前提として審議している。そこで、仮に50ミリ対策で止める場合にかかる費用を試算し、そこから1/100年対策を行うための追加費用や手戻り費用なども合わせて書くだけ書いておけばよいのではないかと思う。それを選択するかどうかは、知事のお考え次第だと思う。
○この種の試算を行うには、コストがかかるということを念頭に置いた上で議論すべきである。今回の審議は特別で、どうしてもその数値が必要ということであれば別だが、そうでなければ、簡易な積算しかできないと思う。
○本委員会では、50ミリ対策か1/100年対策かということも含めた地域住民の意見も判断材料とすべきなのか。また、住民には50ミリ対策や1/100年対策についても説明はされているのか。
◆[委員長]地域住民の意見は、以前、府民の意見陳述で聞いたが、もともと本委員会は、50ミリ対策か1/100年対策かということはもちろん、「ダムプラス河川改修案」か「河川改修のみの案」かのどちらかに決めるという、そういう委員会ではない。本委員会の目的は、あくまでも建設事業の効率性、実施過程の透明性の一層の向上を図ることであり、その範囲内で議論しなければならない。
⇒[都市整備部]50ミリ対策だけを実施する場合のコストを試算するには、確かに時間も手間もかかるが、簡易な計算であれば、一定の数字をはじくことは可能である。求められれば、その数字と将来1/100年対策を行う際に必要なコストやダム中止に伴うコストも合わせて資料を提出したい。また、この場合は、ダムによって安全になるだろうと期待されている下流部川沿いの住民に対して、河川改修のための立退き交渉をしなければならなくなるなど様々な課題も生じるので、これらのことも合わせて説明したい。
　◆[委員長]それらの資料の提出をお願いする。他になければ、不特定利水容量分の費用を控除する理由等について、担当部局から説明をお願いしたい。
⇒[都市整備部]治水手法を比較検討する際の不特定利水容量の取扱いに関する規程や指針等はないが、平成16年度の前回再評価時も今回と同じく、不特定利水容量分を控除している。また、他府県や国での取扱いについて聞取り調査を行ったところ、回答が得られた近畿圏の10ダムのうち9ダムについては、不特定利水容量分を控除して比較検討されていることを確認した。

○説明では、９カ所が同じ取扱いとのことだが、槇尾川ダムと同じようなダムの事例というものが、全国では幾つかあるのではないか。

　⇒[都市整備部]近畿で調べた結果10カ所あった。全国までは調査できていない。
○近畿の10カ所というのは、すべて治水専用ダムであって、そのうちの９カ所で不特定利水容量分を控除して比較されたということか。多目的ダムではないということで間違いないか。
　⇒[都市整備部]すべて治水専用ダムである。

○そうであれば、なぜこの資料入れないのか。補足説明資料の中に、こういう事例があることを並べて入れておいたほうがよい。
◆[委員長]それでは、資料の追加をお願いする。次に、維持管理費も含めたトータルコストでの比較検討について、説明をお願いしたい。

　⇒[都市整備部]維持管理費を含めたトータルコストでの比較検討は必要だと考えているが、将来の維持管理費を正確に算出することは難しいので、国土交通省の「河川砂防技術基準」に基づき、建設事業費の0.5パーセントを年間の維持管理費と想定している。建設コストの一定割合を維持管理費としているので、建設費が安ければ維持管理費も安くなる。そのため、今回の比較には、維持管理費は入れていない。但し、B/Cを算出する際は、完成後50年分の維持管理費を算定し、これを含めて計算している。府の箕面川ダムでは、実績として年間2千5百万円の維持管理費がかかっており、この金額は建設事業費の0.25パーセントである。
◆[委員長]次に、河川改修に変更する場合、ダムに関する国の補助金の返還が必要になるのかどうか、説明をお願いしたい。
⇒[都市整備部]平成10年５月に閣議決定された「地方分権推進計画」において、公共事業再評価の結果、補助事業等を中断する場合、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第10 条第1 項の適用がある場合には、既に事業等の執行が済んだ部分について補助金等の返還が求められることがないと明記されている。
　◆[委員長]次に、もし河川改修に変更する場合に、既存投資はどうなるのか、また追加コストが発生しないのか、説明をお願いしたい。

⇒[都市整備部]河川改修に変更する場合、投資済み額のうち、水没部分の用地、ダムに関する測量調査や設計に係る費用の計約21億円が無駄になる。追加費用としては、将来の1/100年対策が前提ではあるが、上流の河川改修に97億円、本体工事の中止に伴う損害賠償が最大で約3億2千万円、付替道路の着手済み区間の供用で約6億5千万円、土地開発公社による先行取得用地の買戻しで約３千万円が必要になると見込まれる。さらに、中下流部はダムによる水位の低下を見込んだ河川改修を行っているので、ダムでカットする予定の50トン分を流下させるための補強や堰の改修などで約７億円が必要になる。これらの他にも、ダムのために取得した用地の維持管理費や自然環境保全対策費など、現時点では積算が難しい費用が発生することも考えられる。
　◆[委員長]次に、河川改修に変更する場合の効果発現時期について、ダムより10年程度遅れるということだが、本当に10年かかるのか、もう少し短くならないのか教えてほしい。

⇒[都市整備部]上流部の改修は、河川改修の原則に従い下流から断面を確保し上流に向かって工事を行うので、平成27年度に中下流部の改修が完成した後に着手することになる。また、河川改修に変更する場合は、整備計画の変更、地元合意を得た上での測量や用地買収などが必要となるが、これらを中下流部の改修完成までに完了できると仮定すれば、平成28年度に工事着手できる。これに加えて、河川改修は、川を半分に仕切り片側に水を流しながら、半分ずつしか工事できないこと、５月から10月までの出水期は工事ができないことを前提として説明する。
　　工事は、工事用進入路の設置、２基ある堰の改修に約1年、９基ある落差工の改修に約２年、９橋ある橋梁の架替えに当たり、迂回路と仮橋の設置、現橋梁の撤去に約１年、新しい橋台の設置に約２年、新しい橋の設置、迂回路と仮橋の撤去に約１年が見込まれる。これらの完了後に行う護岸工に約２年、総合計で10年程度はかかる見込みである。
◆[委員長]地元合意や用地買収など、難しい問題がたくさん生じると思う。地元合意について、ダムを造った後、将来の1/100年対策を完成するためには、上流部でも一部で河川の拡幅が必要となるはずだが、そのことについても合意は得られているのか。

⇒[都市整備部]ダム完成後に行う1/100年対策は、規模の小さな改修になるので、影響も小さい。山林、農地は一部買収が生じるが、宅地の買収はごくわずかである。まだ詳細な計画ができていないので、地元に対するきっちりとした説明は行われていないと考えている。

○今日の結論をどのようにされるのか教えてほしい。また、地元の一番の懸念は環境面の影響ではないかと思う。環境保全についての対応はされているということだが、将来的なコストというものはやはり存在すると思うので、本委員会としては言及すべきである。６ページの表では、河川改修にのみプラスアルファが記載されているが、実はダムにもプラスアルファがあると思うので、その旨の記述をどこかに追加してほしい。
◆[委員長]今の意見のとおり、比較は公平、公正でなければならないので、その趣旨も踏まえて修正をお願いしたい。また次回は、50ミリ対策のみを行う場合の費用の試算に関する資料を提出してほしい。槇尾川ダム以外の上期の案件については、前回意見具申素案の了承をいただいたので、次回正式決定できるよう準備をお願いしたい。
○槇尾川ダムも八ッ場ダムのように、突然中止されることはあるのか。

○知事が判断されれば可能性があると思うが。
⇒[事務局]最終的には、建設事業評価委員会の意見具申を踏まえ、知事が対応方針を決定するので、そちらのほうでそういう判断がなされる可能性はある。
⇒[都市整備部]補足すると、国直轄のダムは国土交通大臣の判断になるが、都道府県の補助ダムは知事の判断を尊重するというのが、前原国土交通大臣の考えである。また、八ッ場ダムの場合は中止にどれほど大きなお金がかかっても、国の責任で対処されるが、府の財政は国とは違うので、その点でも明確に違いがあると思う。
○意見具申は、これまで議論をしてきたこの問題、つまりダムを継続するのか、河川改修に変更するのか並列で評価して、どちらか知事に判断してもらうというような提案になるのか。

◆[委員長]現行の「ダムプラス河川改修案」の継続が妥当かどうかという意見だけで、代替案と比べてどちらがよいといった判断はしない。知事が判断される際の材料として意見をまとめて報告するものと考える。
⇒[事務局]再評価では、継続中の事業について、その事業を今後も継続することが妥当かどうかについて意見をいただきたい。評価自体は、最後は府が行うので、府が最終判断を行うときに、外部の方からご意見をいただくという趣旨である。今回は時間をかけていろいろご検討いただいているので、それは知事に報告いただければと思う。

○委員会として評価した結果を具申して、それを取り入れられるかどうかは、知事のご判断ということなので、本委員会としては、事業継続が妥当か、妥当でないか、あるいは中止すべきといった何らかの判断をしなくてはならないと思う。但し、その理由を明確に書く必要がある。このロジックの中で、対立するところが幾つかあるなら、それを併記して出すべきだと思う。

◆[委員長]審議結果として、一定の判断とともに、その理由をきっちり書いていきたい。最後に事務局から、参考資料の説明をお願いしたい。

⇒[事務局]参考資料は、「国土問題研究会」の意見ということで、知事が入手され、本委員会の委員にも提供するようにということで添付している。この意見は、平成11年度の再評価時にもあり、主に河川整備計画の前提となるような内容なので、参考として添付している。

◆[委員長]それでは本日の審議をこれで終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
以上
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